秘密保持契約書


__________株式会社（以下「甲」という。）と__________株式会社（以下「乙」という。）とは、__________について検討するにあたり（以下「本取引」という。）、甲又は乙が相手方に開示する秘密情報の取扱いについて、以下のとおりの秘密保持契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条 （秘密情報）



本契約における「秘密情報」とは、甲又は乙
が相手方に開示し、かつ開示の際に秘密である旨を明示した
技術上又は営業上の情報、本契約の存在及び内容
その他一切の情報
をいう。

ただし、開示を受けた当事者が書面によってその根拠を立証できる場合に限り、以下の情報は秘密情報の対象外とするものとする。

(1) 開示を受けたときに既に保有していた情報

(2) 開示を受けた後、秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報

(3) 開示を受けた後、相手方から開示を受けた情報に関係なく独自に取得し、又は創出した情報

(4) 開示を受けたときに既に公知であった情報

(5) 開示を受けた後、自己の責めに帰し得ない事由により公知となった情報

第2条 （秘密情報等の取扱い）

1 甲又は乙は、相手方から開示を受けた秘密情報及び秘密情報を含む記録媒体若しくは物件（複写物及び複製物を含む。以下「秘密情報等」という。）の取扱いについて、次の各号に定める事項を遵守するものとする。

(1) 情報取扱管理者
を定め、相手方から開示された秘密情報等を、善良なる管理者としての注意義務をもって厳重に保管、管理する。

(2) 秘密情報等は、本取引の目的以外には使用しないものとする。

(3) 秘密情報等を複製する場合には、本取引の目的の範囲内に限って行うものとし、その複製物は、原本と同等の保管、管理をする。

(4) 漏えい、紛失、盗難、盗用等の事態が発生し、又はそのおそれがあることを知った場合は、直ちにその旨を相手方に書面をもって通知する。

(5) 秘密情報の管理について、取扱責任者を定め、書面をもって取扱責任者の氏名及び連絡先を相手方に通知する。

2 甲又は乙は、次項に定める場合を除き、秘密情報等を第三者に開示する場合には、書面により相手方の事前承諾を得なければならない。
この場合、甲又は乙は、当該第三者との間で本契約書と同等の義務を負わせ、これを遵守させる義務を負うものとする。
3 甲又は乙は、法令に基づき秘密情報等の開示が義務づけられた場合
には、事前に相手方に通知し、開示につき可能な限り相手方の指示に従うものとする。

第3条 （返還義務等）

1 本契約に基づき相手方から開示を受けた秘密情報を含む記録媒体、物件及びその複製物（以下「記録媒体等」という。）は、不要となった場合又は相手方の請求がある場合には、直ちに相手方に返還するものとする。

2 前項に定める場合において、秘密情報が自己の記録媒体等に含まれているときは、当該秘密情報を消去するとともに、消去した旨（自己の記録媒体等に秘密情報が含まれていないときは、その旨）を相手方に書面にて報告するものとする。

第4条 （損害賠償等）

甲若しくは乙、甲若しくは乙の従業員若しくは元従業員又は第二条第二項の第三者が相手方の秘密情報等を開示するなど本契約の条項に違反した場合には、甲又は乙は、相手方が必要と認める措置を直ちに講ずるとともに、相手方に生じた損害を賠償しなければならない。

第5条 （有効期限）

本契約の有効期限は、本契約の締結日から起算し、満○年間とする。期間満了後の○ヵ月前までに甲又は乙のいずれからも相手方に対する書面の通知がなければ、本契約は同一条件でさらに○年間継続するものとし、以後も同様とする。

第6条 （協議事項）

本契約に定めのない事項について又は本契約に疑義が生じた場合は、協議の上解決する。

第7条 （管轄）

本契約に関する紛争については○○地方（簡易）裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。

本契約締結の証として、本書を二通作成し、両者署名又は記名捺印の上、各自一通を保有する。

____年__月__日

甲　東京都ＸＸ区ＸＸ　Ｘ丁目Ｘ番地Ｘ

__________株式会社

代表取締役社長　ＸＸ　ＸＸ

乙　東京都ＹＹ区ＹＹ　Ｙ丁目Ｙ番地Ｙ

__________株式会社

代表取締役社長　ＹＹ　ＹＹ
（追加条項例）

「第〇条（知的財産権の取扱い）

１．本契約に明示的に規定されているほかは、甲及び乙は、秘密情報について何らの権利（特許権、著作権、ノウハウその他の知的財産権に関する権利を含む。）も相手方に許諾しない。

２．甲及び乙は、相手方の秘密情報を参照して発明、考案、意匠又はノウハウ（以下「発明等」と総称する。）の創作をした場合には、速やかに相手方に通知し、相手方と当該発明等の帰属及び取扱いを協議する。甲及び乙は、相手方との合意に基づかないで前項の発明等につき産業財産権の出願をしないものとする。」
「第〇条（反社会勢力の排除）

１．甲及び乙は、自らが暴力団関係者その他暴力、威力、詐欺的手法を利用して経済的利益を追求するもの（以下「反社会的勢力」という。）でないこと、反社会的勢力でなかったこと、反社会的勢力を利用しないこと及び反社会的勢力を名乗るなどして不当要求行為をなさないこと、並びに自らの主要な出資者、経営支配者及び役職者が反社会的勢力に属さないことを保証し、これに違反した場合には、相手方は催告することなく、本契約を解除することができる。

２．本契約の解除にかかわらず、解除した者が本契約に基づき相手方に開示した秘密情報は、本契約の条項に従い取り扱われるものとする。また、本契約解除後も上記秘密情報にかかる秘密保持義務は継続する。」
�【以下解説・出澤秀二（出澤総合法律事務所代表）】


【解説】秘密保持契約書のひな形には、経済産業省公表２０１６年（平成２８年）２月８日「秘密情報の保護ハンドブック」参考資料１第４「業務提携の検討における秘密保持契約書の例」（以下「本ひな形」といいます）がありますが、本ひな形の注記（以下「経産省のコメント」といいます）をふまえて解説を行い、また、条項例を紹介します（経済産業省利用規約に従い当職の責任において解説等を行うものです）。スペースの都合により、以下の解説では、経産省のコメントを省略していますので、次のアドレスの164頁を参照してください。


� HYPERLINK "https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf" �https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf�


　なお、本ひな形は、業務提携の検討を目的としていますので、甲乙双方が秘密を開示することを前提にしています。また、実務上の観点から追加すべき条項は文末に示してありますので、必要に応じて付け加えてください。


��


�【解説】本ひな形は「業務提携に向けた検討」を前提に作成されています。


　業務提携等の検討に際しては、本ひな形のような秘密保持契約書を締結することが多いのですが、業務提携を実現する取引基本契約等の本契約の中で秘密保持条項を盛り込むことも考えられます。なお、本例のように、本契約とは別に秘密保持契約を締結する場合には、本契約において、「相互の秘密保持に関しては、甲乙間の〇年〇月〇日付秘密保持契約書のとおりとする。ただし、当該秘密保持契約の目的及び期間は、本契約と同一とする」等、秘密保持に関する契約関係を明示しましょう。


�


�


�【解説】第１条は、秘密保持契約で保護を受ける秘密情報の定義と、秘密情報の例外を定めていますが、この例外の定めは一般的な内容です。ところで、経済産業省のコメント（＊２）は、「秘密情報の他、業務提携に向けた検討の事実それ自体が秘密情報に含まれると定めることもある。その場合、業務提携の検討の事実についての第５条に定める有効期限は他の秘密情報と比べて相対的に短く、自動更新条項は置かずに６か月～２年程度となることが一般的」としています。しかし、このような事実を「秘密情報」に含めると定めるか否かと契約期間には、相関関係があるわけではありません。そのような定めにかかわらず、業務提携の検討という目的の場合は、契約期間が短いのが一般的という趣旨だと理解することが適切でしょう。


　ただし、業務提携に技術内容の検討を含む場合であれば、その検証のため契約期間が比較的長くなる例もあることに留意してください。


�【解説】「秘密情報」には、様々な内容のものが考えられます。本ひな形は「開示の際に秘密である旨を明示した技術上又は営業上の情報」と、「秘密の明示」という限定はしつつも、情報の内容を広く漠然と規定しています。また、「一切の情報」と記載していますが、受領者にとって開示を受けた情報が秘密であることが認識できないと、認識可能性がないものとして秘密情報から除外されるおそれがあります。そのため、秘密情報の具体的な特定は重要です。


　この場合、例示でも構いませんが（「設計図、仕様書等」のように情報が可視化された形式・様式や「金属加工等に関する技術情報」等情報の内容又はこれらの組み合わせ）、その例示された事項から合理的に推測できる範囲のものが秘密情報に含まれることになります。例示にせよ、秘密情報が具体的であればあるほど、管理に注意を払いやすくなるので、秘密の保護が図られやすくなることに留意しましょう。ただし、Ｍ＆Ａにおけるデューデリジェンスの場合のように、あらゆる情報を開示する場合は、特定する意味がありませんので、開示するすべての情報を秘密とするのが一般的です。


　なお、本ひな形は、「一切の情報」に「開示の際に秘密である旨を明示した」の句がかかるのか否か判別できませんので、本文中の「一切の情報」のコメント欄に、秘密であることの明示が必要であることを明確化するための条項例を掲げます。


�【解説】経産省のコメント（＊４）には、秘密情報の対象をより明確化するためには、秘密保持の対象情報を別紙でリスト化し、随時更新する方法もあるとしています。管理が大変になるので、あまり目にはしませんが、そのような方法が適切な場合もあるでしょう。経産省のコメント（＊４）は、その場合の規定例を次のとおり掲げています。


「甲が乙に秘密である旨を指定して開示する情報は、別紙のとおりである。なお、別紙は甲と乙とが協力し、常に最新の状態を保つべく適切に更新するものとする。」 


　また、経産省の上記コメントは、口頭や映像等で情報が開示される場合に備えて、以下のような規定を追加することも考えられるとしています。


「甲又は乙が口頭により相手方から開示を受けた情報については、改めて相手方から当該事項について記載した書面の交付を受けた場合に限り、相手方に対し本規程に定める義務を負うものとする。」


「口頭、映像その他その性質上秘密である旨の表示が困難な形態又は媒体により開示、提供された情報については、開示者が相手方に対し、秘密である旨を開示時に伝達し、かつ、当該開示後○日以内に当該秘密情報を記載した書面を秘密である旨の表示をして交付することにより、秘密情報とみなされるものとする。 」


　上記の趣旨の規定は（表現にはバリエーションがありますが）、秘密保持契約に一般的にみられるものです。


�【解説】業務提携なので甲乙双方が秘密を開示することを前提にしています。


�【解説】「開示の際に秘密である旨を明示した」については、秘密であることの認識可能性を明確にするために、原則として必要な要件となります。ただ、「明示」の方法は問わないので、のちに証明ができる方法で適宜行うことができます（例えば、パワーポイントによるプレゼンテーションでは、各シートに「秘密」「Confidential」と表示する。メール送信であれば、パスワードを付する、又はメール本文に秘密である旨記載しておく等）。


�【解説】「本契約の存在及び内容」は、相手方から開示を受けた情報ではありませんので、秘密情報には含まれないのが原則ですが、合意によって秘密情報とすることができます。ただし、このような情報を秘密情報とすべきか否かは、他社と別の提携等を検討する場合等に第三者への開示の必要の有無との関係で慎重に検討する必要があります。


�【解説】「一切の情報」の範囲を明確にして、秘密情報の内容をより特定するために、以下のように書き換えると良いでしょう。


＜条項例＞「本契約における「秘密情報」とは、甲又は乙が相手方に開示し、かつ開示の際に秘密である旨を明示した技術上、営業上及びその他の一切の情報、並びに本契約の存在及び内容をいう。」


�【解説】秘密情報保護義務のレベルを保つためには、善管注意義務（民法644、400条）の記載をしておくと良いでしょう。つまり、相手方の秘密情報を受領する当事者には、その管理について善良な管理者の注意義務が生じます。この「善管注意義務」は、「契約その他の債権の発生原因及び取引上の社会通念に照らして定まる」ことになりますから、契約の目的・趣旨は、善管注意義務の基準となる可能性があります。その意味で「本契約の目的のため、開示者は高度に秘密性を有する技術情報を開示することがある」等の定めにより、情報受領者は、契約の立場上、高度の守秘義務を負うことが明確になります。この場合の条項例を紹介します。


＜条項例＞「・・・遵守するものとする。」に続けて「甲及び乙は、本取引のため、高度の秘密性を有する技術情報その他の重要な情報を相手方に開示することがあるので、相手方は、その重要性を十分に踏まえて秘密情報を取り扱うものとする。」を加える。


�


�【解説】この「情報取扱管理者」ですが、小規模企業であれば「社長」が情報管理者となればかまいません。しかし、同５号の「取扱責任者」との関係がわかりにくいので、１号と５号を一緒にして、１号を次のように修正し、５号を削除するとわかりやすくなります。


　なお、秘密保持契約書で「情報取扱管理者」や「取扱責任者」を定める例は、比較的大規模の取引ないし企業でなければ、あまり目にしません。一般的には、定めるまでもないことが多いでしょう。


＜条項例＞「相手方から開示された秘密情報等を、善良なる管理者としての注意義務をもって厳重に保管、管理する。このため、情報取扱管理者を定め、書面（電磁的方法を含む）をもってその氏名及び連絡先を相手方に通知する。」


�【解説】複製については、必要な限度で行い、複製も原本と同等に管理を行い、契約終了時には廃棄するという仕組みが必要です。また、複製について開示者の事前の承諾を得る例は、ソースコードや高度の技術情報を開示するような場合に限られるでしょう。


　なお、経産省のコメントは、この点につき以下のような解説をしています。


「複製を行うことについては、事前の書面による承諾を求めると、受領者において情報の円滑な活用が阻害される可能性が懸念されます。そこで、以下のような条項を設け、いつどのような複製物を作成したかをリスト化し、返還・消去の対象を明確化することも考えられます。『複製物を作成した場合には、複製の時期、複製された記録媒体又は物件の名称を別紙のとおり記録し、相手方の求めに応じて、当該記録を開示する。 』」


　しかし、開示する情報の重要性が極めて高い場合を除き、すべての開示情報を対象とするには煩雑なので、一般的な利用には適さないものと考えます。このような扱いをするのは、高度の重要な情報が開示される場合や「開示者が指定する情報」と特定の情報に絞るのが現実的です。


 【解説】経産省のコメント（＊６）は、事案によっては、取扱責任者等、秘密情報の授受を行う窓口を決定し、当該窓口経由でのみ秘密情報の開示を行う場合も考えられるとしています。事案に応じて、このような方策も検討に値します。


�【解説】通常の秘密保持契約では、「秘密情報を第三者に開示する場合に相手方の事前同意が必要」と定めるよりも、以下のように開示できる対象を予め特定する場合を多く目にします。なお、法律実務では、しばしばこの「秘密情報に接する必要がある」という意味を表すために「ニード・トゥ・ノウ（need-to-know）」という用語が使用されます。


＜条項例＞「本契約の目的のために秘密情報に接する必要がある範囲内の、自己の役員その他従業者及び弁護士、公認会計士、税理士その他の専門家に限り当該秘密情報を開示することができる。この場合、受領者は、これらの者に対し、本契約で定めるのと同等以上の守秘義務を課さなければならない。」


　ちなみに、弁護士の場合、刑法（134条1項）で厳格な守秘義務が課されていますので、あらためて秘密保持契約を結ぶ必要はありません。


�【解説】「法令に基づき秘密情報等の開示が義務付けられた場合」が何を意味するのか、法律に携わる人でなければ、イメージがわかないのではないかと思います。法律上、このような場合として、警察・検察の令状による捜索・差押え、徴税職員による質問、検査、捜索等、証券取引等監視委員会（委員会職員）の許可状による臨検、捜索、差押え、裁判所の文書提出命令等があります。「事前に通知」ができない場合も想定されますが、国家権力が発動される場合ですので、私人間の守秘義務にかかわらず、従わざるを得ません。本条項は、そのような場合でも「可能な限り相手方の指示に従う」として、開示者の秘密情報の最低限の保護を図っています。なお、本条項に基づき開示された情報が「秘密情報」でなくなるわけではありません。あくまでも、秘密情報を開示できる例外的な場合に過ぎないことに注意しましょう。


�【解説】相手方から受領した秘密情報が「不要になった場合」と「相手方の請求がある場合」の対処方法について定めていますが、開示した秘密情報は、契約期間中であっても、返還、廃棄を求めることができます。一般的に置かれる条項であり、これによって、秘密情報の保護が図られます。


　なお、本条項は、情報内容と媒体を分けて規定しており、１項が媒体、２項が情報自体の規定となります。契約終了時には、秘密情報が不要になりますので、相手方に開示した秘密情報は、本条に従って対処し、自己の秘密情報が相手方に残っていないようにする必要があります。


　しかし、情報に接した人の頭の中にある情報を消去はできませんので、それについては第５条で述べる守秘義務の継続期間で対応することになります。


�【解説】本条は、契約違反の場合に、違反者に対し「必要と認める措置」および「損害賠償」を請求できるとするものです。「必要と認める措置」には、秘密情報の使用禁止、不正開示先からの秘密情報の回収、再発防止策の提出等広い範囲の措置が考えられます。損害賠償については、民法４１５条・４１６条に従って判断されます（契約上、特に変更の合意がありませんので、民法の原則によります）。


�【解説】本ひな形の文言は「期限」となっていますが、本条項は、区分された一定の継続した時間を規定していますので「期間」という表現が適切です。また、「期間満了後の〇ヵ月前」との記載については、「満了後」は満了した日から限りなく続きますので、「期間満了日（の〇ヵ月前）」とするのが適切です。


　秘密保持契約において更新の定めを置くのは、契約の目的が比較的長期にわたるような場合（共同事業化に関する相互の技術の検討等）であり、多くは、短期的な目的（事業提携の可能性の検討等）の終了によって契約も終了しますので、更新の規定はなく、期間も長くはなりません。


　期間の設定が難しいケースもあることから、一定の期間の定めと共に、または、期間を定めないで、「本契約の目的が終了したことを合意した時」のような終了事由を規定したり、「各当事者は、３か月前に相手方に予告することにより、本契約を任意に解約することができる」等の任意解約事由を設ける場合もあります（「解約」は、意思表示により将来に向かって契約を終了させることをいいます）。


　また、契約の有効期間とは別に、「守秘義務の継続期間」は重要な論点となります。すなわち、「契約が終了したら、守秘義務も終了するのか」という問題です。契約期間中に契約に基づき開示された情報が、契約が終了したからといって保護が終了するという解釈にはなりませんが、そのような情報の契約終了後の取扱いは、契約書で明記しておかないと管理があいまいになり秘密情報の保護がおろそかになりかねません。そこで、契約終了後の守秘義務継続期間を、契約の有効期間とは別に規定するのが一般的です（３年、５年とするケースを多く目にします）。


　経産省ひな形に契約終了後の秘密情報の取扱いの規定を設ける場合、次のような条項例が考えられます。


＜条項例＞第５条２項として「甲及び乙は、本契約が終了した時から〇年間、相手方から受領した秘密情報を、本契約第２条に従い取り扱うものとする。」と規定する。


※「時」は時点を意味し、「とき」は場合を意味します。


�【解説】訴額が140万円以下は簡易裁判所の管轄であり、同額を超える場合は地方裁判所の管轄となります。簡易裁判所のメリットは、従業員が代理人となれることです。もっとも、裁判所で秘密情報に関する裁判を行うことはハードルが高いので、非公開の仲裁を利用するオプションも有益です。その場合の条項例を紹介します（一般社団法人日本商事仲裁協会の仲裁手続きを利用する場合）。


＜条項例＞「第〇条（仲裁）


　本契約には日本法が適用され、また、本契約から又は本契約に関連して、当事者の間に生ずることがあるすべての紛争、論争又は意見の相違は、一般社団法人日本商事仲裁協会の商事仲裁規則に従って、〇〇（仲裁地）において仲裁により最終的に解決されるものとする。」


�【解説】中小企業が業務提携を行う場合、先方に自社の技術情報を提供することがあります。本ひな形は、自社の技術情報の保護の観点が不十分ですので、条項例を紹介します。必要に応じて追記してください。


�【解説】東京都暴力団排除条例など各地方自治体の暴力団排除条例は、事業者に対し、契約の際に相手方等が暴力団関係者でないことを確認すること、及び事業に係る契約を書面により締結する場合には、契約の相手方が暴力団関係者であることが判明した場合には、催告することなく契約を解除できるとする特約を契約書に定めること等の努力義務を課しています。このため最近では、秘密保持契約書でも「反社会勢力の排除」の規定が設けられることが多くなりました。条項例を紹介しますので、必要に応じて追記してください。





